
社会技術研究論文集 Vol.9, 30-40, May 2012 

30 

 

原子力事業者広報担当のマスメディア対応にみ
る平常時広報における認知分析 

 
COGNITION ANALYSIS OF THE NUCLEAR ENERGY INDUSTRY PUBLIC 

RELATIONS STAFF WITH REGARDS TO THEIR ACTIVITIES TOWARD THE 
MASS MEDIA DURING ORDINARY TIMES 

 
 

土田 辰郎 1・木村 浩 2 

 
1東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 (E-mail:tsuchida.tatsuro@jaea.go.jp) 

2 Ph.D.（工学） 東京大学大学院工学系研究科 准教授 (E-mail:kimura@nuclear.jp) 
 
 

原子力事業者の広報担当はマスメディアとの接点となり，記者へ原子力に関わる様々な情報を伝えてい
る．広報担当とマスメディアとの日常的なコミュニケーションを中心とする平常時広報に注目し，広報担
当の認知を 23名へインタビューすることにより明らかにした．その結果を既に調査報告のあるマスメディ
アの原子力や原子力事業者に対する認知と比較した．広報担当者はプレス発表の機会も含め記者と継続的
にコンタクトを図ることで記者の意識を理解するようになり，マスメディアへの情報伝達は改善がみられ
てきたことが分かった．平時におけるリスク認知の観点から，事業者がマスメディアに対して行う平常時
広報での活動成果や課題の提示は，他の産業へも展開できる知見となろう． 
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1. 背景 
 

1.1. 平常時広報におけるリスク認知 
原子力に関わる報道は原子力関連施設での事故・トラ
ブルに関わる報道だけではない．大西 1)が原子力報道を
ネガティブな報道とそれ以外の原子力事業の推進に関す
る報道に分類したように，施設の竣工や海外への協力，
技術提供や成果普及などの肯定的なニュースも含まれる．  

このように原子力に関わる出来事は多様であるが，マ
スメディア i)の主な取材対象となる原子力事業者 ii)の立
場からみるとき，マスメディアへ情報伝達する広報活動
は出来事の性質に応じ，緊急時広報と平常時広報に分類
できる．緊急時の代表例には 2011年 3月 11日の福島第
一原子力発電所事故（以下，「福島原発事故」）時の報道
が挙げられ，これは他の産業分野には例をみない特別重
大なケースであった．本稿ではこうした緊急時における
原子力広報は対象とせず，分野横断的に参考となる知見
を得ようとするため，比較的受容できる平常時の原子力
事業者によるマスメディアへの広報活動に注目する．し
たがって，甚大な事故へのリスクやパニック時の不安に
対する緊急時広報は分析対象としない． 

なお，マスメディアによる原子力報道の影響に関し，
内閣府が2009年10月に実施した「原子力に関する特別
世論調査」によると，原子力発電が不安だと思う理由と

して，「原子力発電所の故障や事故のマスコミ報道がなさ
れているから」との回答が「国・電気事業者の原子力に
関する情報公開や広報活動が不十分だから」との回答を
上回った．ラスウェル 2)はマスメディアを社会への情報
の送り手（communicator）と位置づけたが，上記の回答
は社会への情報ソースとなり送り手となるマスメディア
による報道が国民の意識に影響を与え得ることを示して
いる． 

マスメディアが人々の意識に影響を与えることを認識
した上で，本稿ではマスメディアの主な取材対象となる
原子力事業者の平常時広報におけるリスク認知の分析を
主題とする．ここでの調査手法や成果は原子力産業に限
らず，食品安全，自動車リコール，医療過誤，ダム建設
問題など他分野でマスメディア報道がクローズアップさ
れる場面においても，事業者とマスメディアとの相互関
係に適用することができよう． 

 

1.2. マスメディアに関わる既往の調査 
マスメディアの記者やデスクへの意識調査として，こ
れまで全国規模でのアンケートやインタビューの実績が
あり，マスメディアの認知の分析が行われてきた．例え
ば，記者の職業意識や社会意識を把握するため1993年か
ら1994年にかけて記者やデスク1735人を対象に日本新
聞協会研究所により統計的な全国規模の調査 3)4)（以下，
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「新聞協会調査」）が行われた．同調査データを赤尾 5)

が分析したところ，取材源の広報体制の整備によって取
材活動がしやすくなるよりも，むしろ，その逆の結果が
集計された．取材がしにくいというマイナス影響の大き
さは回答の5割を超え，その理由として取材源のガード
が固くなり，独自の深層取材がしにくくなってきことや
広報の情報操作があり得ることが挙げられた．  

続いて，2007年には，日本大学法学部新聞学研究所が，
上記の日本新聞協会研究所による調査結果をベンチマー
クの1つとして利用し，記者やデスク約1000人を対象と
したアンケートを実施した（以下，「1000 人調査」）6)．
1000人調査では，記者は「ジャーナリストが重要な局面
で重視する割合が高い項目」として「取材源との関係」
を挙げた．新聞協会調査や1000人調査をみる限り，マス
メディアは情報を収集しニュースを制作し社会へ配信す
る過程で，取材源との関係を重視することが理解できる．
だが，これらの先行調査によれば，記者は取材源の広報
体制の整備を重視するものの満足しておらず，プラス評
価を与えていないとの結果が示された．このマスメディ
アの取材源はあらゆる業種・業界の人々が対象であり，
原子力事業者を含む産業界も取材対象となる． 

なお，原子力報道に関しては土田 7)が報告したように
事故やトラブルの重大さに必ずしも連動せず，取材源の
原子力事業者からの情報伝達の不備が原因となり批判的
なニュースが報じられてきたことが分かっている．  

 

1.3. 原子力事業者の広報活動に関する先行研究 
原子力事業者による広報活動に関してはいくつかの調
査や研究が行われてきた．地域共生活動として住民への
理解増進に取り組む原子力広報や，住民とのリスクコミ
ュニケーション活動などに関するものとして，土屋 8)は
原子力事業者と住民とのリスクコミュニケーションの問
題をとりあげ，原子力技術利用に伴うリスクに対する住
民の視点を明らかにした．木村 9)は, 原子力広報にみられ
る問題点を中心に分析し，問題解決に向けたロードマッ
プを示した．また，勝木 10)は原子力関連施設のＰＲ館の
一般市民への窓口機能を調査し，ＰＲ館の持つ問題点を
外的な要因と内的な要因に整理し分析した． 

反対に原子力事業者を取材するマスメディアの記者や
デスクに対する調査がある．土田 11)は2007年8月～2008

年11月の間で全国紙やNHKにおいて原子力報道を担当
する記者やデスク 15 名に対してインタビューを行った
（以下，「2008年インタビュー調査」）． Table 1に「2008

年インタビュー調査」の結果を引用抜粋した． 

同インタビュー調査によれば，マスメディアは施設の
安全な運転を前提に原子力の必要性を認知し，原子力事
業者におけるマスメディア対応への取り組みは自発的，
積極的となり改善されつつあるとの認識を持つことが明

らかにされた．また，原子力事業者は原子力施設等での
事故やトラブルを契機として原子力事業者の広報部門
（以下，「広報部門」）からマスメディアへ情報をスムー
ズに公表する体制を整備してきたことを，マスメディア
は認知するようになったことが報告された． 

 
Table 1 マスメディアからの主な回答 

分  類 回答（抜粋） 

①マスメディア
の原子力に
対する認知 

原子力エネルギー利用の必要性は認
識する．原発の安全な運転を前提に認
知する．各社の論調はカラーとして原
子力報道に反映される． 

②マスメディア
の原子力事
業者とのコミ
ュニケーショ
ンに対する
認知 

広報活動への取り組みは，改善されつ
つある．マスメディア対応への組織体
制の整備に事業者間で格差がある．広
報活動に従事する人材の育成が必
要．初動体制のあり方は原子力報道に
影響する．記者発表における説明は依
然，分かりにくいことがある． 

③マスメディア
の原子力報
道に対する
認知 

センセーショナルな報道は避けられな
い．原子力政策に対し，拮抗力として機
能する．常に民意を反映する立場であ
る．反対派の主張や少数意見を取り上
げる役割を果たす． 

土田：「原子力報道に携わる記者へのインタビュー調査について（報告）」 

日本原子力学会誌Vol. 53, 47-51(2011)を参考に作成，一部改変引用． 

 

以上の調査研究がみられる一方で，マスメディアへ情
報伝達する広報部門を対象とした調査や研究の実績はな
く，記者と接触する広報担当者に対して実施した意識調
査の報告はない． 

 

 

2. 目的 - 原子力事業者広報担当の認知分析 
 

マスメディアへの円滑な情報伝達のため，原子力事者
は広報部門を中心に平常時広報への取り組みを進めてき
た．例えば，関西電力(株)は本部の広報機能を立地地域
である福井県に移し，立地地域を拠点としたマスメディ
アへの情報伝達の体制を整備した 12)．日本原燃(株)では
発生事象の軽重に応じてトラブル情報の公表区分13)を定
めプレス公開することで，専門性の高い原子力分野を取
材するマスメディアの理解を補う取り組みを行ってきた．
このように原子力事業者はマスメディアに対して迅速に
分かりやすい情報を伝達できるよう，過去の経験を踏ま
えマスメディアへ円滑に情報を伝達するために平常時か
らマスメディア対応に取り組んできた． 

本稿では原子力事業者の広報部門を調査対象とし，マ
スメディアへの情報伝達に携わる広報担当者の認知を捉
える．広報部門では平常時からのマスメディア対応には
主にどのような活動があると認知しているかや，原子力
事業者によるマスメディアへの情報伝達をどのように認
知するかという広報部門の自覚認識を把握する．さらに，
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広報担当者がみずからの活動に対して持つ認知に加え，
「マスメディアは原子力事業者の広報活動をどのように
認知するであろうか」というマスメディアの認知を広報
担当者はどのように推測し認知するかについても調査す
る．すなわち，「『マスメディアの原子力や原子力事業者
に対する認知』を広報担当者はどのように認知するか」
というメタ認知の概念を取り入れる．これは，広報部門
とマスメディアの関係を他者評価の視点で捉えようとす
るものである． 

メタ認知（metacognition）はフラベル 14)が「自らの認
知活動に関する知識と制御」と定義し研究を始めてから，
この概念は心理学だけでなく教育学にも急速に広まって
きた．メタ認知は自分自身の認知活動の状態や特徴を認
知・統制するシステムであり，人間の認知活動をスーパ
ーバイザー的にモニターし制御し 15)，客観的に自己を捉
える能力である．この高次元の認知は「客観的な自己」，
「もう一人の自分」などと呼ばれることがあり認知を認
知することを意味する．そして，思考や行動そのものを
対象化して認知することにより，認知行動を把握するこ
とを指す 16)． 

こうして，広報部門の認知やメタ認知を把握し，それ
を「2008年インタビュー調査」でのマスメディアの認知
と比較することで，原子力事業者とマスメディアとの認
知の共通点や相違点を明らかにする．両者の間の情報の
流れに注目し，原子力事業者のマスメディア対応におけ
る認知への理解を深めることで，他産業分野におけるマ
スメディアへの情報伝達にも適用できる知見としたい． 

 

 

3. 広報部門への調査 
 

3.1. 認知分析のための認知の分類 
広報部門のマスメディア対応に関わる認知をFig. 1の
通り3区分の流れにより想定した．  

 

 
 Fig. 1 広報部門による認知の方向 

 

Fig. 1 の区分①に示すように，マスメディアとの接点
である広報部門の日常の広報活動がコミュニケーション

の基礎となる．その上で区分②の通り，広報部門が原子
力事業者の広報活動をどのように自覚するかという広報
部門の自覚認識の流れを設定した．また，広報部門の原
子力事業者それ自体に対する認識に加え，広報部門はど
れほど「マスメディアの認知」を認知しているかという，
広報部門のメタ認知を区分③とした．すなわち，「原子力
事業者の広報活動に関するマスメディアの認知」を広報
部門ではどのように認知するかというメタ認知である． 

さらに，区分②の「原子力事業者に対する広報部門の
認知」と区分③の「マスメディアの認知に対する広報部
門の認知＝メタ認知」に関しては，「2008 年インタビュ
ー調査」によるマスメディアの認知と比較する．このプ
ロセスにより，両者の共通点と相違点を明らかにする． 

 

3.2. 質的アプローチによる調査と質問の設計 
広報部門の認知を知るための調査手法として，質的ア
プローチであるインタビューが効果的である．これは，
記者やデスクの心理面を明らかにしようとする調査手法
である．質的調査については科学的でない，客観的な分
析でない，その結果も恣意的解釈の可能性があり信頼で
きないといった批判的立場がある．調査サンプル数にも
限界がある．したがって，留置調査や電話調査のように
数量的分析法を駆使し全体像を把握することは期待でき
ない．しかし，研究対象が未知であったり複雑であった
りする領域では探索的，問題発掘的に定量的な調査と異
なる独自のデータを得ることができる．鈴木 17)によれば
インタビューには，「指定された対象者に間違いなく面接
できる，質問の内容を対象者によく理解させることがで
きる，比較的正確な回答が期待できる，回収率が比較的
高い」などのメリットがある．  

Fig. 1 の認知の流れに沿い，広報部門に対する質問を
設計する．質問事項をTable 2に示す． 

区分①は，広報担当者のマスメディア対応における活
動内容についての質問である（Table 2 の1-1）． 

区分②と区分③では各々に3項目の質問事項を設定し
た．「2008年インタビュー調査」では「1原子力に対する
認知」，「2コミュニケーションに対する認知」，「3原子力
報道に対する認知」の3項目の質問が設定されたが，同
調査と対応させて区分②と区分③でも同様に3項目の質
問を設定した． 

区分②は，広報部門が原子力事業者の立場としての自
覚認識に関わる質問である．まず，原子力事業者が原子
力の必要性をどのように認知するか（Table 2 の2-1）を
聞き取る．また，原子力事業者によるマスメディアとの
円滑なコミュニケーションに向けた取り組みに関する質
問（Table 2の 2-2）を設けた．ここでは原子力事業者の
広報の組織体制の整備についてどのように自覚するかも
聞き取る．さらに，過剰誇大に報じることがあるマスメ
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ディアの特性を踏まえ，原子力事業者では原子力報道に
はどのような特性があると認知するか（Table 2の 2-3）
について質問する． 

 
Table 2 原子力事業者の広報部門への質問事項 

区
分 

質問分類 質問事項 

①
活
動 

1-1原子力事業者によ
るマスメディア
対応 

原子力事業者は，マスメディア対
応として，どういった活動を行っ
ているか？ 

 

②
認
知 

2-1原子力事業者の原
子力の必要性に
対する認知 

原子力事業者は，原子力の必要
性をどう思っているか？ 

2-2原子力事業者のマ
スメディアとの
コミュニケーシ
ョンに対する認
知 

原子力事業者は，マスメディアと
円滑にコミュニケーションが図れ
るような取り組みを行っていると
思うか？ 

2-3原子力事業者の原
子力報道の特性
に対する認知 

原子力報道には，どのような特
性があると思うか？原子力報道
はセンセーショナルに報じられる
ことがあると思うか？  

③
メ
タ
認
知 

3-1 マスメディアの原
子力の必要性に
対する認知 

「記者は原子力の必要性をどの
ように認識している」と思うか？ 

3-2 マスメディアの原
子力事業者との
コミュニケーシ
ョンに対する認
知 

「記者は原子力事業者が円滑に
コミュニケーションを図れるよう
な取り組みを行っていると認識し
ている」と思うか？  

3-3 マスメディアの原
子力報道の特性
に対する認知 

「記者は原子力報道がセンセー
ショナルに報じられることがある
と認識している」と思うか？ 
「記者は原子力報道にはどのよ
うな特性があると認識している」
と思うか？  

 

区分③は，マスメディアの原子力事業者に対する認知
に関して，広報部門はどのように認知するかというメタ
認知に関わる質問である．ここでも区分②と同様に3分
類の質問を設けた．広報部門は「マスメディアの原子力
の必要性に対する認知」をどのように認知するか（Table 

2の 3-1），すなわち「広報担当者は『記者は原子力エネ
ルギーを必要と認識している』と思うか」を聞き取る．
次に，両者のコミュニケーションについて「広報担当者
は『マスメディアは原子力事業者と円滑にコミュニケー
ションしていると認知している』と思うか」（Table 2の
3-2）について質問する．最後は，マスメディアの原子力
報道の特性への認知に関する質問である．「新聞協会調
査」や「1000人調査」では，マスメディアは特ダネ報道
に価値をみいだし，読者の興味や関心をあおるセンセー
ショナリズムへの傾向があることが報告された． 

こうした先行調査を踏まえ，「広報担当者は『マスメデ
ィアは原子力報道がセンセーショナルに報じられること
があると認知している』と思うか」（Table 2の 3-3）につ

いて質問する．また，「マスメディアは原子力報道の特性
をどのように認知するか」についても広報部門の認知を
調べる． 

 

3.3. 調査対象者 
東京には主要なマスメディアの本社が所在し，マスメ
ディアは東京でも記者クラブを情報収集の拠点としてい
る．なお，記者クラブは通常，立地地域では県や市など
自治体単位で設置されている．また，東京には原子力委
員会，原子力安全委員会，原子力安全・保安院が設置さ
れ，原子力政策や原子力事業および研究開発に関連する
各種委員会や審議会が開催されるなど，固有の情報が生
み出される環境がある．このように，東京はマスメディ
アが原子力報道を制作するための情報の受発信の重要拠
点と言える．したがって，本調査では東京に勤務しマス
メディア対応を担う広報部門の担当者や責任者を調査対
象とした．Table 3に実績を示す．  

 

Table 3 広報部門へのインタビューの実績 

実施期間 2008年4月～2008年9月(6ヶ月) 
面談時間 約1時間～1時間半／１回（平均81分） 
回答者数 23名（12機関） 
回答者の 
所属 

関西電力（1名），東京電力（2名），九州
電力（2名），北陸電力（3名），四国電力
（2名），中国電力（2名），北海道電力（2
名），東北電力（2名），中部電力（2名），
日本原燃（2名），日本原電（2名），電気
事業連合会（1名） 

回答者の役
職・職種 

管理職16名，担当スタッフ7名 

技術系5名，事務系18名 
 

インタビューは著者が実施し，広報部門への申込みは，
電話あるいは電子メイルにて行った．原子力関連施設を
運営管理する電力会社等や関連団体の広報部門へ 2008

年 4月～9月の間で 12機関 23名に対しインタビューし
た．すべてのインタビューで広報部門の責任者・管理者
クラスが1名は出席した． 

 

 

4. 広報部門からの回答の整理と分析 
  

 広報部門からの回答を整理する．原子力事業者の広報
部門からの回答には一部には例外的な発言はみられたも
のの大幅なバラツキはなく，一定のパタンを捉えること
ができた．Table 4に掲げるとおり広報部門からの回答を
集約した．なお，回答には緊急時広報に関わる発言も含
まれていたが，意図して削除はせず主な回答をすべて
Table 4に示した．本章では，まず区分①の広報部門での
活動に関しての回答を整理し，区分②「認知」と区分③
「メタ認知」の順に集約した回答を記述する．さらに， 
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Table 4 広報部門からの主な回答 

区分 質問分類 広報部門からの主な回答 

①
活
動 

1-1原子力事業者によるマス
メディア対応 

・マスメディアに対する平常時および緊急時のプレス発表． 
・日常的な記者への情報提供．記者からの質問に対する回答． 
・マスメディアに対する勉強会や施設見学会の企画． 

②
認
知 

2-1原子力事業者の原子力の
必要性に対する認知 

・原子力事業者の立場として，原子力エネルギー利用や原子力事業の推進は必要．
特に立地地域における個別の事業推進への関心が高い． 

2-2原子力事業者のマスメデ
ィアとのコミュニケーシ
ョンに対する認知 

・マスメディアへの情報伝達のための組織体制の整備は進んでいる． 
・広報部門の役割や重要性が原子力事業者で漸く認められるようになってきた． 
・経営層はマスメディア対応の重要性を理解するようになってきた． 
・記者へ個別説明や施設見学会，勉強会を積極的に企画している． 
・マスメディア対応に携わるスタッフの責任は大きいが人数が不足する場合がある． 
・原子力事業者の末端まで広報部門の役割を浸透させることに限界がある． 
・原子力事業者間でマスメディア対応に差が生じることはやむを得ない． 
・緊急時の初動体制は重要と認識しており，分かりやすく多くの情報を提供するよ
う努めるが資料のチェックには限界がある． 

2-3原子力事業者の原子力報
道の特性に対する認知 

・原子力報道は事業の進捗に影響を与える． 
・原子力報道はセンセーショナルに作成されることがあり，過剰誇大に報道される
ことは避けられない． 

③
メ
タ
認
知 

3-1 マスメディアの原子力の
必要性に対する認知 

・マスメディアは原子力を必要と認知し原子力利用を認めていると思う． 
・マスメディアは原子力施設の安全で安定した運転が重要であり関心が高いと考え
ていると思う． 

3-2 マスメディアの原子力事
業者とのコミュニケーシ
ョンに対する認知 

・原子力事業者からの情報伝達は改善されてきたとマスメディアは認知していると
思う． 
・広報担当者の資質しだいで，原子力報道の論調は変化しうるとマスメディアは認
知していると思う． 
・記者へ積極的に勉強会や施設見学を企画していることについて記者は高く評価し
ていると思う． 
・広報部門からのプレス発表のタイミングや資料の分かりやすさにマスメディアは
依然として満足していないと思う． 
・マスメディアのニーズを原子力事業者は理解していないと記者が考えているので
はないかと思う． 
・マスメディアは現場に立ち入ることができない場合，広報部門からの情報のみで
は満足していないだろうと思う． 

3-3 マスメディアの原子力報
道の特性に対する認知 

・マスメディアは原子力報道が一般社会に影響を与えると認知していると思う． 
・マスメディアは原子力報道はセンセーショナルに行われることがあり避けられな
いと認知していると思う． 

 

「2008年インタビュー調査」と比較するため，区分②と
区分③に関して「原子力の必要性」，「原子力事業者とマ
スメディアとのコミュニケーション」，「原子力報道の特
性」の分類順に，広報部門とマスメディアにおける認知
の共通点や相違点について言及する． 

 

4.1. 広報部門によるマスメディア対応 
広報担当者からの回答を整理し，広報部門がマスメデ
ィアに対して行う主な活動をTable 4（区分①）に示す． 
記者と接する広報部門の報道担当スタッフの主な活動
として，関係部署との調整によるプレス発表文の作成と
チェック，マスメディアへのプレス発表予告と発表，記
者からの質問に対する回答，記者の勉強会や施設見学会
の開催などが挙げられた．また，すべての広報部門で立
地地域と東京とで同時にマスメディアへ情報伝達できる
よう拠点単位で技術系スタッフを配置しプレス発表する
体制を整えていることが分かった． 

プレス発表は，緊急時とそれ以外の平常時に大きく分
けられ，前者には原子力施設等での事故やトラブル，放
射性物質の漏洩，放射線被ばく等がある．後者には，研
究開発や新規事業の開始，広報イベントの開催，諸外国
の機関との協力や提携，学会や委員会の活動等が例に挙
げられた．緊急事態への対応に備えては，夜間や休日で
も広報関係者が宿直体制を敷いている原子力事業者があ
った．また，本部組織を含む関係拠点が一斉かつ同時に
連絡できるようなＴＶ会議システムを活用するなど，情
報技術を積極的に導入する取り組みは全ての原子力事業
者に共通していた． 

新聞やテレビの記者は転勤は希でなく，原子力を継続
して学び精通することが難しい環境にあることから，広
報担当者は原子力技術に関わる知識涵養をうながすため，
記者に対する日々の情報提供が重要な活動となっている
ことが分かった．例えば，電力会社のN社と T社では，
特段にプレス発表する新規情報が無くとも，休日を除く
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ほぼ毎日，広報担当者が記者クラブを訪問し，記者らと
コミュニケーションを継続する取り組みを行っているこ
とが分かった． 

 
4.2. 原子力事業者に対する広報部門の認知 
 以下では区分②の3分類に関し，広報部門からの回答
に基づき，原子力事業者に対する広報部門の認知を整理
する． 

 

（1）原子力の必要性 
 原子力事業者の活動に対して広報部門が自覚する認識
に関し，質問分類 2-1の回答では「言うまでもなく原子
力事業を推進する立場にあり，原子力はエネルギーの安
定供給に不可欠である」，「原子力はベースロード電源と
して必要である」などの発言は共通した．このように事
業者の立場から原子力事業の推進への一般的な回答はあ
ったが，それに加え各立地地域で進める個別事業の推進
の必要性を強調する姿勢が示されたことが特徴であった．
例えば，立地地域における原発の新増設，プルサーマル
の導入，各地での事故・トラブルへの対処などの個々の
事業に特化した内容が主な回答であった．これは，広報
部門が，原子力の必要性に関する根本の問題よりも，既
にみずからが推し進める各立地地域での個別のプロジェ
クトに関心を向けているためと考えられる． 

 

（2）マスメディアとのコミュニケーション 
質問分類 2-2の原子力事業者によるマスメディア対応
について，広報部門からは共通して「マスメディアへの
情報伝達のための組織体制の整備は進んでいる」との自
覚が示された．  

特に「過去に原子力施設等での事故・トラブル発生時
にマスメディアによりネガティブに報道された経験をも
つ原子力事業者のほうが，情報伝達をスムーズに進める
ための組織体制の整備が進む傾向にある」との意見が大
半であった．「以前よりも，原子力事業者では広報部門の
担う役割が組織内部で重要視されるようになったと自覚
するようになった」，「原子力事業者の経営層がマスメデ
ィア対応の重要性を認識するようになってきた」との回
答もみられた． 

広報担当者の一人は「広報部門の職員の中でも，記者
とコンタクトする報道担当スタッフの責任は大きいと組
織で認められるようになった」ことを回答に挙げた． 

さらに，マスメディア向けの施設見学会や勉強会を積
極的に企画し，記者へ原子力事業への理解を促してきた
ことを，広報担当者みずからがプラスに評価している点
は，全ての回答者に共通していた．このように広報部門
では組織体制の整備や，マスメディアへの勉強会や見学
会の企画提案へは，積極的に取り組んできたと自覚して

いることが分かった． 

「2008年インタビュー調査」では，マスメディアから
1995年 12月の高速増殖炉もんじゅナトリウム漏洩事故
以降で全般的に原子力事業者による情報公開への取り組
みが改善されてきたことが示された．そして，事故・ト
ラブル時にマスメディア対応を経験したことのある原子
力事業者は，着実に広報体制の整備が進められているこ
とが記者からの回答に示された．原子力事業者によるマ
スメディアへの情報伝達のための体制に改善がみられて
きたことに関しては，広報部門とマスメディアの両者の
認識を比較する限り，共通していた． 

だが，広報部門の組織体制の強化について，広報担当
者からは「配置する広報スタッフの数はまだ，十分では
ない」との回答が多くみられた．また，マスメディア対
応の重要性の意識が原子力事業者の組織の末端にまで浸
透していないことを認める発言も多かった．広報担当者
からの回答から，原子力事業者の組織の末端にまでマス
メディア対応の重要性を浸透させることには困難さや限
界を感じている面もうかがわれた．これは広報部門のみ
に根付く問題というよりは，原子力事業者の組織的な課
題と言える． 

さらに，広報担当者からは原子力事業者間の組織規模
の違いを認識し，「マスメディア対応に事業者間で差が生
じることはやむを得ない」との回答もあった．原子力事
業者間の活動の格差はそれぞれの組織の経営に基づき生
じたものであり，この点は広報担当者も自覚しているこ
とが分かった． 

平常時からのマスメディアへの情報伝達については，
「広報部門はプレス発表文をチェックし，専門用語をで
きるかぎり平易な表現を用いて説明できるよう工夫して
いる」ことが主な回答であった．最近では，徐々にでは
あるものの「技術者もマスメディアが理解しやすい資料
を作成しなければならないことを自覚しはじめている」
と，原子力事業者の組織内部の意識の変化を認識する回
答もみられた． 

なお，原子力施設等で事故やトラブルが発生し社会の
関心が一気に高まる緊急時についての回答があり，「原子
力事業者はすみやかな対応が要求される」ことを回答者
は理解していた．広報部門では「初動体制の重要性を認
識している」ことがインタビューから分かった．だが，
広報担当者は緊急時にプレス発表時刻をマスメディアへ
予告した後は，限られた時間の中で発表文や補足資料等
の情報を整理しなければならず，「現実的に，広報部門が
マスメディアへ公開する資料の内容を平易にするための
工夫を凝らす余裕が無く，与えられた時間内で資料をま
とめざるを得ない多忙な状況となる」，「時間的な余裕が
ないケースがほとんどである」との回答は共通した． 
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（3）原子力報道の特性 
質問分類 2-3の広報部門の捉える原子力報道の特性に
関して，広報担当者からは「原子力報道の論調は事業の
進捗に影響を与える」，「原子力はセンセーショナルに報
じられることがあると認識している」との回答を集約し
た．「マスメディアから過剰誇大に報道されることは避け
られない現実は認識している」との回答もあった．そし
て，広報部門の記者への情報伝達の努力にも関わらず，
センセーショナルな報道が避けられないことはマスメデ
ィアの特性であるとの認識が示された．特に，「緊急時の
マスメディアによる原子力報道は，原子力エネルギーの
ネガティブな側面が強調される傾向にある」との発言は
共通していた．  

これに関連して，「2008 年インタビュー調査」では記
者やデスクから，「報道競争が起こり過熱化しセンセーシ
ョナルな報道が行われることがある」，「特ダネ報道は常
に求められる」，「原子力報道は反対派の主張や少数意見
を取り上げる役割を果たす」ことが回答に挙げられた．
さらに，原子力報道は原子力政策に対し，歯止めをかけ
る拮抗力として機能するとの記者からの回答も報告され
ている．こうしたマスメディアの特性に関しては広報部
門とマスメディアでは共通の認知がみられた． 

なお，広報部門からは，新聞1面に大見出しでインパ
クトのある記事が掲載されても「センセーショナルな報
道は原子力分野に特有な現象と捉えてはいない」との認
識が示された．「2008 年インタビュー調査」でも一般社
会が直感的に理解できる平易でインパクトのある表現が
用いられることは原子力報道に特有ではないことが明ら
かにされており，広報部門とマスメディアとでは，原子
力報道の特性についておおよそ同様の認知があることが
分かった． 

 

4.3. マスメディアの認知に対する広報部門の認知 
 以下では区分③の3分類に関し，広報部門からの回答
を整理する．そして，マスメディアの認知を原子力事業
者はどのように認知するかというメタ認知に関わる回答
について記述する． 

 
（1）原子力の必要性 
区分③に関し，質問分類 3-1のマスメディアの原子力
の必要性に対する認知に関し，広報部門からは明確な回
答は得られなかった．だが「マスメディアは原子力を必
要と考えているだろう」，「マスメディアに直接，質問し
たことがないため分からないが，原発反対ではないだろ
う」，「マスメディアは原子力施設等の安全性に対する関
心が高いと思う」，「原子力の安全を前提として原子力の
必要性を認知しているだろう」との回答があった．この
ように，広報部門では「マスメディアが既に原子力の必

要性を認知する」ことを認知していることが分かる回答
を得た． 

「2008 年インタビュー調査」ではマスメディアから，
安全確保を前提として原子力の必要性を認知するとの結
果が得られたが，今回のインタビューとの比較では，広
報部門とマスメディアとの間で原子力の必要性について
の認知に大きなズレはないことが分かった．マスメディ
アは原子力を批判的に報じることがあり，取材源となる
広報部門とは逆の立場にある．しかし，広報担当者は記
者と日常的にコンタクトする平常時広報を通じて，マス
メディアは原子力の必要性を認知するだろうと推測する
ようになったと考えられる． 

 

（2）マスメディアとのコミュニケーション 
 質問分類 3-2に関し，広報部門からは「マスメディア
は原子力事業者による広報体制の整備を，徐々に評価す
るようになっているだろう」との回答が多数を占めた．
原子力事業者によりマスメディアへの勉強会や施設見学
会の企画を継続していることについても，「マスメディア
は平常時からの広報部門の取り組みを高く評価している
と思う」との発言があった．したがって，広報部門の認
知とメタ認知を通してみるかぎり，広報部門は自らの広
報活動を自発的かつ積極的であるとプラスに自己評価す
ることに加え，広報部門の取り組みをマスメディアも評
価しているだろうと認識していることが分かった． 

また，「マスメディアは原子力事業者の広報部門に配置
するスタッフの資質を重視する」，「マスメディアは広報
スタッフの能力しだいで原子力報道の論調は変化しうる
と考えているであろう」との回答も広報担当者からみら
れた．「2008 年インタビュー調査」では上記の回答とほ
ぼ一致した認識が示されており，「原子力事業者の情報公
開のための組織体制は改善されてきた」，「広報体制の整
備のためには，原子力事業者において広報活動に従事す
る人材の育成が必要である」とのマスメディアの認知が
報告された．  

広報部門からは否定的な回答も多く，「マスメディアは
依然として，原子力事業者からの情報伝達のタイミング
や資料の分かりやすさには満足していないと思う」との
回答があった．これは，原子力事業者によるプレス発表
等の場面で，記者から依然として批判の声があがること
を反映した発言と考えられる．実際のところ「2008年イ
ンタビュー調査」では記者からは原子力の専門用語を一
般市民に理解できる言葉で説明する努力が不足している
との回答があり，今回の広報担当者からの意見と合致し
ていた． 

さらに，広報部門からは「マスメディアは，原子力事
業者には記者のニーズを理解しようとする姿勢が不足し
ている，と捉えているのではないか」との回答も出され
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た．広報担当者は，「新聞やテレビには原稿の締め切りが
ある」，「理系・エンジニア出身の記者が少ないことは理
解する」などの発言があり常に記者の立場を理解して情
報を伝えようと努めているとの発言があった．しかし，
広報部門からは「マスメディアは広報部門の情報伝達の
ための努力を十分に認識していないのではないか」，「広
報担当者の情報公開への努力をもう少し，理解してほし
い」という回答があった．上記は，広報部門とマスメデ
ィアとの意識に差異があることが分かる発言であった． 

加えて，原子力施設等で事故・トラブルが発生した緊
急時広報についての回答がみられた．通常，マスメディ
アは緊急時は安全が確認されるまでの間，現場での取材
や撮影は許可されない．これに関して広報担当者からは
「記者は現場取材したいと思っているはずだ」，「広報部
門から提供する写真や映像のみでは満足していないだろ
う」との回答があった．原子力事業者からマスメディア
への緊急時における情報伝達に関し改善が求められるこ
とは，「2008 年インタビュー調査」においても報告され
ており，特に緊急時における分かりやすい情報をすみや
かに伝達すべきことは，両者に共通した認識であった． 

  

（3）原子力報道の特性 
質問分類 3-3の回答は，原子力事業者による自覚認識
（Table 4 の2-3）でみられた回答と類似していた．回答
例として「マスメディアは原子力報道の論調が一般社会
に対する影響があると認知していると思う」，「マスメデ
ィアは原子力報道がセンセーショナルに報じられること
はやむを得ないと認知しているだろう」，「マスメディア
はネガティブでインパクトのある原子力報道が一般社会
の注目を引くと認知しているだろう」などの回答がみら
れた． 

 

 

5. マスメディア対応に向けた提案 
 

 広報部門からの回答を踏まえ，今後，原子力事業者が
マスメディアへ円滑に情報伝達する上で，どういった改
善が求められるかについて述べる． 

 

5.1. これまでのマスメディア対応 
広報部門の認知とメタ認知をマスメディアの認知との
比較でみたところ，結果として，原子力の必要性および
マスメディアの特性であるセンセーショナリズムや原子
力報道が社会に与える影響について，両者にはおおよそ
共通した認知があることが分かった． 

このような原子力事業者とマスメディアとの間での原
子力の必要性と原子力報道の特性に関する共通の認知の
背景には，広報部門による継続的なマスメディア対応へ

の取り組みがあると考えられる．これは，広報部門が経
験を蓄積し，相互の認知を深めることができるようにな
った成果と言える． 

特に，原子力の必要性に関し，安全確保を前提として
原子力エネルギー利用を認めるという両者の認知に相違
がみられなかったことは，原子力事業者とマスメディア
とがコミュニケーションを形成するための基礎となって
いる．そして，こうした原子力の必要性の認知をもとに，
マスメディアの特性である過剰誇大な報道や批判的でイ
ンパクトのある表現が用いられる報道がなされる現実が
あることについても，認知を共有するようになったと考
えられる． 

この相互の認知を基礎に置き，マスメディアと円滑に
コミュニケーションを図るための取り組みとして原子力
事業者の広報部門は，これまでの組織体制の整備を挙げ
高く自己評価した．例えば，施設見学会・勉強会・懇談
会の企画，各種通信機材の設置，技術系広報担当者の確
保，緊急時の情報連絡網の設置，プレス発表用資料作成
等があるが，このような要素はハード面での積極的施策
である．原子力事業者によるこのハード面での取り組み
は，マスメディアも同様に改善が図られてきたと評価し
ており，両者が円滑にコミュニケーションを行う上で効
果的に機能し，成果に結びついてきた点である． 

  

5.2. マスメディア対応への提案 
原子力事業者によるハード面でのマスメディア対応が
効果的に進められてきたことを明らかにした一方，原子
力事業者の組織内部のマスメディア対応のための取り組
みやマスメディアと接触する場面での対処については，
依然として改善すべき事項がある．これは対人間性の側
面，すなわちヒューマンファクターであるソフト面にお
ける課題である．ハード面への対応は目に見える形とし
て成果を認識しやすい一方，ソフト面の対応は継承が難
しく広報スタッフの交代によっても活動能力や成果が左
右され得る．また，マスメディアとコミュニケーション
を継続しようとする取り組みは意識的に実践しなければ
風化してゆく可能性は否定できない． 

広報部門からはマスメディアからの要望を自覚するも
のの改善に至っていない点が示された．例えば，マスメ
ディア対応の重要性の意識を原子力事業者の末端にまで
浸透させることや，原子力事業者間のマスメディア対応
の格差の解消，迅速で分かりやすいプレス発表，原子力
事業者によるマスメディアのニーズの理解などがある．
これらは，広報部門に限らず原子力事業者が経営マター
として取り組むべき課題とも言える． 

さらに，広報部門がマスメディアへ円滑に情報を伝え
ようとする努力を「マスメディアはなぜもう少し理解し
ようとしないのか」という疑問が広報担当者から投げか
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けられた．これは，マスメディアの認識を原子力事業者
が変化させることは現実的に困難であることを理解した
上での発言と捉えられる．インタビューでは広報担当者
の葛藤や苛立ちのあらわれともみられ，広報部門による
平常時広報における限界を認識する発言と言える．広報
担当者としては，両者の認識の相違が避けられない状況
を理解の上で，マスメディアへ情報を円滑に伝えるため
に対話を継続する取り組みが求められる． 

原子力事業者とマスメディアとのコミュニケーション
に関連して，桝本 18)は「メディアの記者を始めとして，
一般的には，納得をしてもらうため，討論よりも，時に，
ダイアローグ（対話）が重要である」と述べた． 

また，栃尾 19)は旧動燃の事例を取りあげ「事故現場を
撮影したビデオ隠しの背景にあった技術部門と事務部門
の意識の乖離がまだあるとの声が内部からも聞かれる」
と述べたが，マスメディアへの情報伝達は広報部門のみ
が責任を負うのではなく技術部門や管理監督的立場のス
タッフも，これまで以上にコミュニケーションの機会を
持つべきである． 

原子力事業者間での対応の差異の解消について，中島
20)は「原子力関係者間で情報を共有し，同じ過ちを繰り
返さないよう努力が必要だが，そうした努力はなされて
いないようである．（中略）原子力業界全体における文化
や風土も関係しているとみられ，改善の余地がある．」と
述べた．広報担当者は原子力事業者間で広報活動の格差
があると認識することが調査より分かったが，これはむ
しろ各事業者の経営姿勢の問題と考えられる．さらに，
電力自由化による競争原理導入後，原子力事業者間での
連携が困難となる環境を考慮すれば，原子力事業者間の
マスメディア対応は必ずしも横並びが図られなければな
らない必要はなく，各事業者が各地域の地域事情に応じ
た平常時広報を遂行することが現実的である． 

 本稿では原子力事業者の平常時広報について広報部門
の認知分析を行う中で，緊急時広報についても合わせて
回答を得た．広報担当者からは，緊急時は初期にマスメ
ディアからの要求が集中し初動対応が極めて重要との認
識や，報道はネガティブになる傾向にあるとの認識が示
された．また，緊急時の初動対応に時間的な限界をみい
だしており，計画的に情報を伝える平常時広報とは大き
く異なる点である．しかし，プレス発表体制の整備や記
者とのコミュニケーションにおいて共通の要素はあり，
広報部門における緊急時のリスクを想定した平常時から
のハード・ソフトの両面での取り組みが求められる． 

 

5.3. 他産業への展開 
本稿では，社会へ情報を伝えるインターフェースの役
目を果たすマスメディアに対する平常時広報に注目した．  

原子力事業者では広報部門が記者との接点となり組織

的に情報を伝達するしくみを構築してきたが，事業者が
マスメディアとコミュニケーションを形成し，すみやか
に分かりやすく情報を伝えようとする対応は原子力分野
に限らず，他の産業分野へも展開が可能である． 

マスメディアへ円滑に情報を伝えるための平常時から
の取り組みは，産業界におけるリスクコミュニケーショ
ンの一つと位置づけることができる． 

本稿では，広報担当者と記者とのコミュニケーション
を中心とするソフト面での改善事項は依然として残され
ていることに言及した．だが，原子力事業者はマスメデ
ィアの求める情報を円滑に伝えるためのハード面を中心
とした組織体制の整備等については成果をあげてきてお
り，他産業分野へも効果的に反映できる要素である．  

 

 

6. まとめ 
 

本稿では，原子力事業者を調査対象としマスメディア
とコンタクトする広報部門へインタビューすることによ
り，平常時広報におけるリスク認知を分析し今後どうい
った取り組みが求められるかを考察した．広報部門へは，
「マスメディアの原子力事業者に対する認知」をどのよ
うに認知するか，というメタ認知レベルでの質問も設定
した．そして，調査結果をマスメディアの認知と比較し
た． 

「原子力の必要性」及び「原子力報道の特性」につい
て，両者の回答に大幅な違いはみられなかったが，これ
は，これまで広報部門がマスメディアとコミュニケーシ
ョンを継続し，マスメディアの認識を広報部門でも認識
するようになったためと考えられる． 

「原子力事業者とマスメディアとのコミュニケーショ
ン」に関し，組織体制の整備というハード面では広報部
門は改善がなされてきたことを自覚し，プラスに評価し
ていることが分かった．一方で，両者が接するコミュニ
ケーションの場面では認識にズレがみられていることが
分かった．ただし，このソフト面での対処については，
広報部門に限定せず，事業者の組織経営上の課題として
解決すべき問題もあった． 

本稿は平常時広報を分析対象としハード面では一定の
取り組み成果がみられたとの認識を捉えた．今後は，緊
急時広報の場でもマスメディアへの情報伝達を滞らせる
ことのない広報体制の整備が求められる． 

今後の分析テーマとして3月11日の福島原発事故以降
における広報体制の整備に対するリスク認知にも注目し
たい．同事故は緊急時広報が行われたケースであり，同
事故以降でマスメディアや広報担当者の認知は大きく変
化したと推察される．緊急時広報と平常時広報の両方に
ついて福島原発事故以降の広報部門の自覚認識やメタ認
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知の変化を捉え，緊急時広報を中心にマスメディアの認
知と比較する試みを今後の課題としたい．福島原発事故
以降では緊急時広報に対する両者のリスク認知は大きく
変化しているであろうし，新たな課題を抽出できると期
待される． 

本稿の最後に，他産業への展開について言及した．原
子力のように高度な科学技術を基盤とし地域社会の基幹
産業として地域に密接に関わりを持つ大型プロジェクト
である一方，潜在的リスクを伴うため定常的に事業者か
ら情報を発信する平常時広報が必要なケースでは，本稿
での認知分析を適用することができよう．  
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Public relations (PR) staff members play the main role in contacting journalists and providing various information 
on nuclear energy matters. This study focuses on the PR activities during ordinary times. 23 PR staff members were 
interviewed with the aim of grasping their cognition about their PR activities and communication with journalists. 
Compared with previous research which was concerned only with the cognition of journalists, the present research 
reveals that there are no significant differences in the cognition of PR staff members concerning PR activities during 
ordinary times. It is considered that the PR staff have been empathizing with journalists’ perception. Their good 
practice and the sorts of issues dealt with by PR staff members can be applied to other industrial fields.     
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